
Ｈ２０．９．２６ 原案可決 

   

   
社会保障に関する十分な予算の確保を求める意見書 

 
 ７月２９日に閣議了解された「平成２１年度予算の概算要求に当たっての基本的な

方針について」においては、「経済財政改革の基本方針２００８」（６月 ２７日閣議決定）

を踏まえ、年金・医療等の経費について、自然増（８，７００億円）に対し、制度改革等

による削減・合理化（２，２００億円）を図ることに より、６，５００億円の増とすることと

された一方、安心できる社会保障制度等重点課題に取り組む「重要課題推進枠」とし

て３，３００億円程度の予算枠が設 定されたところである。 
 地方における医師不足や介護・福祉人材の確保は極めて深刻な問題となっており、

質の高い医療や介護サービスの確保を図る等、すべての人が安心して暮らせるよう、

医療・介護・福祉を含む社会保障に関する予算を十分に確保することが強く求められ

るものである。 
 よって、和歌山県議会は、国会及び政府に対し、次の事項を実現するよう強く要請

する。 

記 
 
１ 平成２１年度予算において、「重要課題推進枠」の活用を図りながら、医療・介護・

福祉を含む社会保障に関する十分な予算を確保すること。 
 
 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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